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要旨 

  供給関連部門と需要関連部門の間におけるサプライチェーン・プロセスを統合しようとすれば、職能

分化と統合化の両方の効果が期待できるが、コンフリクトに対処しなくてはならない。本研究は最近の

コンフリクト研究に基づき、コンフリクトがプロセス統合に与える影響を経験的に検証することを目的

とする。検証の結果、タスク・コンフリクトが統合に貢献する一方で、リレーションシップ・コンフリ

クトの媒介が反対に統合を阻害する可能性を明らかになった。最後に、検証結果に基づいてプロセス統

合に資するコンフリクト対処法について検討する。  
 
Abstract 

Integrating supply chain processes between supply-related and demand-related departments can be 
expected to get effects of both functional differentiation and integration. But it must be forced to deal 
with conflicts. The purpose of this study is to empirically examine an effect of conflicts on process 
integration based on recent conflict studies. Result of the verification demonstrate that while task 
conflicts contribute to integration, mediation of relationship conflicts may conversely interfere with 
integration. Finally, based on the results, we will consider methods for dealing with conflicts that 
contribute to process integration. 

 

１.  はじめに―部門間統合とコンフリクト 

アダム・スミスは 1776年の『国富論』で、

職能分化が労働生産性の向上に貢献すること

に言及した(1)が、それは現代においても通用

する普遍的原理であろう。供給活動は製造部

門やロジスティクス部門などの職能部門（以

下、供給関連部門）に、需要創造活動ではマ

ーケティング部門や営業部門などの職能部門

（以下、需要関連部門）に分化され、サプラ

イチェーンが構成される今日に至った。 
しかし、職能分化は部門間の調整コストを

生み、新たな非効率の原因となるだけでなく、

態度や思考の相違をも生み出すという新たな

組織的課題を生み出した。Lawrence & Lorsch 
(1967) は、職能分化を保ちつつ、統合の程度

も維持することが高業績につながることを示

した(2)。同様にサプライチェーン・マネジメ

ント（SCM）の本質としてプロセス統合の視

座を支持する見解(3)が多い。プロセスが職能

を越えて顧客にアウトプットを生み出す構造

化された活動群(4)とすれば、SCM は職能分化

されたサプライチェーンをプロセスの視点か

ら再構造化する目的を有しているともいえよ

う。具体的には生産計画と販売計画が連動す

るなどが求められるが、かのように部門間で

サプライチェーン・プロセスの構造化に成功

すれば、職能分化の利益を享受しつつ、統合

の効果も得ることができる(5)。 
しかし、部門間の統合にはコンフリクトの

問題がある。コンフリクトは、当事者たちが

相互に希望する地位が両立しない競合状態(6)

として定義される。Drucker (1974) は、職能

分化は組織規模の増大に伴ってコンフリクト

を生み出し、「急速に誤解、反目、分派、ベル

リンの壁」をもたらす(7)と指摘する。商物分

離の一般化で需要関連部門と供給関連部門の

職能分化が拡大することで生まれるサプライ

チェーンの対立を Bowersox et al.（2002）は「大

分水嶺（great divide）(8)」と呼んだ。 
では、両部門の対立はいかなる原因で生ま 
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表１  供給関連部門と需要関連部門の間におけるコンフリクトの種類 

 問題領域 典型的な需要関連部門 典型的な供給関連部門 
1 キャパシティ計画と長期

販売予測 
「キャパシティを十分にもってほし
い」 

「販売予測を正確にしてほしい」 

2 生産計画と短期販売予測 「迅速な対応が必要。わが社のリード
タイムはおかしい」 

「現実的でない顧客配慮と風向きのよう
に変わる販売予測は必要ない」 

3 物流 「常に適当な商品を在庫としてもって
ほしい」 

「すべてのものを在庫としてもつことは
できない」 

4 品質の保証 「妥当なコストで妥当な品質を維持し
てほしい」 

「製造が非常に難しく、ほとんど顧客に
役立たないオプションを常に提供するこ
とはできない」 

5 製品ラインの幅 「顧客は多様な製品を求めている」 「製品ラインが広すぎる。製造ランが短
くなって不経済だ」 

6 コストコントロール 「わが社のコストは高すぎる。市場で
競争力がない」 

「低コストで短時間の出荷、幅広い品種、
急な変化対応、高品質を維持できない」 

7 新製品の導入 「新製品は私たちの活力源だ」 「不必要な設計変更はひどく金がかか
る」 

8 製品設計 「顧客ごとに仕様を変えたい」 「仕様を統一して大量見込生産したい」 
9 予備部品の在庫サポート、

据付け、修理のような付属
サービス 

「現地サービスのコストが高すぎる」 「製品が設計で考慮されていない方法で
使用されている」 

出典：Shapiro (1977, p. 105) を一部改変 

 
れるのだろうか。対立の詳細はShapiro (1977) 
と Crittenden et al. (1993) (9)が詳しい。表 1は

Shapiro (1977) による対立の分類論を一部改

変したものである。 
こうした対立は両部門の志向するサプライ

チェーン戦略の違いで説明できよう。Fisher 

(1997) は、サプライチェーン戦略を「物理的

効率型」と「市場応答型」に分類した(10)。前

者は高精度の需要予測で稼働率と在庫回転率

を高めて効率性を追求する戦略であり、後者

は需要変化に速度や柔軟性で対応する戦略で

ある。表 1からもわかるように、供給関連部

門は前者を、需要関連連部門は後者を志向し

ている。 
本質的に 2つの戦略の実現は排他的関係に

ある。物理的効率型はデカップリング・ポイ

ント（decoupling point；以下、DP）が下流に

位置する、一括大量生産を好む投機的なプロ

セスに基づく。一方で、市場応答型は上流に

DP を配置させて受注生産を好む延期的なプ

ロセスに基づく。理論的には DP の位置は 1

か所だけであり、2 つの状態形容はトレード

オフの関係にある。したがって、戦略選択に

従うことを余儀なくされ、いずれかの部門は

志向性の放棄が強要されるのである。 
コンフリクトが感情的な対立に発展する問

題もある。Drucker (1974)によれば、職能別

組織は円滑に運用されている場合は心理的な

圧迫は小さいが、問題が複雑になった場合に

緊張、敵意、不安がもたらされる (11)。こう

した部門間コンフリクトの問題は経済的合理

性の視座だけで議論できない行動的側面を有

する。しかし、これまでの職能横断的な連携

における研究では、行動的要因の影響につい

ては、詳細に議論してこなかった(12)。さらに

いえば、行動科学や心理学の分野における最

近のコンフリクト研究では、コンフリクトに

建設的な機能も見いだしていることも注目に

値する。よって、本論文ではサプライチェー

ンにおける両部門の対立構造を行動的視座、

特に最近のコンフリクト研究に基づく視座で

考察し、コンフリクトが両部門の統合に与え
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る影響を検証する。そのうえで、統合の方法

論に資する知見を得たい。 
２.  コンフリクト概念と仮説設定 

２．１  コンフリクト概念 

近年のコンフリクト研究では、コンフリク

トを一元的にとらえるのではなく、コンフリ

クトを複数に分類する視座が支配的である。

すなわち、タスクに関する見方、考え方、意

見の相違から生じる「タスク・コンフリクト

（task conflict）」と、怒りや敵視のような対人

関係の負の感情に基づく「リレーションシッ

プ・コンフリクト（relationship conflict）」と

に分類する考え方である。2 つのコンフリク

トの業績に対する影響力には相違があるとさ

れる。すなわち、悪感情が関係分断をもたら

すリレーションシップ・コンフリクトは、業

績に負の影響を及ぼすとされる。それに対し、

組織メンバーからの多様な意見や批判の統合

を経て、より良い解決案をもたらす可能性の

あるタスク・コンフリクトは、業績に対して

正の影響を及ぼす(13)とされた。 
ここで注目すべきはタスク・コンフリクト

の効果であろう。一般にコンフリクトはマイ

ナス面が強調されるが、コンフリクトに業績

のプラス効果をもたらす機能性が見出された

のである。しかしながら、こうした機能性に

ついては異論も出ている。メタ分析に基づく

検証によれば、タスク・コンフリクトとグル

ープ・パフォーマンスとの間の影響関係につ

いて、De Dreu & Weingart (2003) では負の影

響関係(14)が、De Wit et al. (2012) では直接の

影響関係に否定も肯定もできない結果( 15)が

示されている。 
両者の関係に関する見解が一致しない理由

については、リレーションシップ・コンフリ

クトが絡んでいる可能性がある。すなわち、

リレーションシップ・コンフリクトが存在す

る状態でタスク・コンフリクトが発生した場

合にタスク・コンフリクトの機能性が損なわ

れる可能性である。De Wit et al. (2013) は、

そのメカニズムを以下のように説明している 

(16）。タスク・コンフリクトがある状態でリレ

ーションシップ・コンフリクトが存在すると、

他の組織メンバーがもたらす情報が意図的に

無視され、情報を体系的に処理する動機が低

下してしまう可能性がある。さらに相手を脅

威に感じていることもあり、組織メンバーが

最初に選好した決定を頑なに保持する可能性

を高めてしまう。その結果として、タスク・

コンフリクトを解消する意思決定とその効果

の発現が阻まれる。 
２．２  仮説の設定 

以上のコンフリクト研究の成果に基づいて、

サプライチェーンにおける部門間のコンフリ

クトと統合の関係についての仮説を設定する。 
まずはタスク・コンフリクトがリレーショ

ンシップ・コンフリクトを生む可能性がある。

すなわち、意見の対立が感情的な対立に発展

する可能性である。Simons & Peterson (2000) 

の文献レビューによれば、この関係は多くの

コンフリクト研究で実証されている。その原

因として、①コンフリクトの原因が個人攻撃

や隠れたアジェンダにあると誤った認識、②

荒い口調や脅し文句のような無礼な態度を挙

げている(17)。①は両部門の間の歴史的経緯や

個人的人間関係、②は部門の序列意識や担当

者の個人的性格に関係するであろう。これは

何もサプライチェーンの文脈に限らず、すべ

ての組織に普遍的に存在する可能性がある。

よって、以下の仮説が成り立つ。 

仮説 1  供給関連部門と需要関連部門の間に

おいてタスク・コンフリクトはリレーション

シップ・コンフリクトに正の影響を及ぼす。 

当然にリレーションシップ・コンフリクト

の存在は組織に悪影響を及ぼし、プロセス統

合に対してもそうであろう。前述のとおり、

リレーションシップ・コンフリクトの存在で

情報が遮断されたり、客観的な判断が困難に

なったりすると考えられる。前述のとおり、
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サプライチェーンにおけるプロセス統合はプ

ロセス改革であり、両部門には慣れ親しんだ

業務手順を捨て、これまでの行動原理や組織

慣習を捨て去るという忍耐と犠牲が強いられ

る。したがって、互いに機会主義的な行動に

走らないという信頼関係が必要となる(18)が、

リレーションシップ・コンフリクトが存在す

る中では信頼関係は維持されにくい。よって、

以下の仮説が成り立つ。 

仮説 2  供給関連部門と需要関連部門の間に

おいてリレーションシップ・コンフリクトは

プロセス統合に負の影響を及ぼす。 

前述のタスク・コンフリクトの業績に対す

るプラスの機能性については、conflict に「紛

争」や「軋轢」のような日本語訳があてられ

ることもあり、一見不可思議に見えるかもし

れない。しかし、弁証法のように、対立する

矛盾意見を統合していくことで、より高い段

階の認識に至る思考方法は日常的に使用され

ている。同様に、批判や矛盾を活用した創造

を説明する学習理論もある。 Engeström 

(1987) は対象や文脈に対して生じる矛盾を

解決するたびに内容を拡張して、新たに問題

を創造し、ひいてはより豊かな実践システム

を導き出すプロセスを「拡張的学習」と呼ん

だ(19)。筆者は過去の研究で、ケース分析から

SCM 部門による需給管理体制の構築が拡張

的学習理論で説明できることを確認している。

そこでは需給管理の導入と運営が、トップか

ら現場までの人間を巻き込みながら、「多様な

批判的分析視点を用いて矛盾の明示を促進し

たり、多様性のある情報を統合して新たなア

イデアを創造したり(20)」する共同学習を経て

具体化されていくプロセスが説明された。 
コンフリクトは両部門の間にある見解の差

異が認識されないと生まれない。サプライチ

ェーンにおいては差異を無視しづけることは

望ましくない。見解の差異は需要と供給の不

一致という現実的な差異も生み、大規模な品

切れが発生して顧客サービスが悪化したり、

需給格差を埋める在庫を大量に抱えることで

資本とコストを浪費したりする結果を生む。

そのような現実的な差異をなくすためにプロ

セス統合が必要となるのである。したがって、

プロセス統合においては両部門の間に存在す

る差異を認識して対処することが必要となる。

これはタスク・コンフリクトに属する認識と

いえよう。よって、以下の仮説が成り立つ。 

仮説 3  供給関連部門と需要関連部門の間に

おいてタスク・コンフリクトはプロセス統合

に正の影響を及ぼす。 

以上の 3つの仮説の関係を図示したものが

図 1となる。タスク・コンフリクトのプロセ

ス統合に与える影響関係において、直接の効

果とリレーションシップ・コンフリクトを媒

介要因とした効果の 2つの影響パスで構成さ

れるモデルとなる。2 つのパス効果は仮説上

それぞれプラスとマイナスに分かれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１  仮説モデル 

 
３.  調査の設計と実施 

仮説モデルの検証をアンケートデータを用

いた構造方程式モデルで実施する 
３．１  尺度設計 

部門間のコンフリクトは、Jehn & Mannix 

(2001) が開発した尺度(21)によって測定され

る。2 つのコンフリクト概念が 6 つの観測変

数から構成される。 
サプライチェーン・プロセスの統合は、領

域別に内部統合、顧客統合、サプライヤー統

合の 3つに分類される(22)。需要関連部門と供

給関連部門の両部門間のコンフリクトに対応

H1 

H3 H2 

+ 

+ － 

リレーションシップ・ 
コンフリクト 

プロセス統合 

タスク・ 
コンフリクト 
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するのは内部統合である。以降では、プロセ

ス統合は内部統合を意味することとする。 
プロセス統合概念の尺度については、

Gimenez & Ventura (2005) が開発した尺度

(23)を用いた。実務慣行に合わせる項目の取捨

選択を行った。需要関連部門と供給関連部門

の間の関係に関する項目から構成される。 
いずれの変数も「当てはまる」から「当て

はまらない」までの 7ポイントのリッカート

尺度を用いている。 
３．２  サンプル 

ウェブリサーチ会社のモニターを利用して

ウェブ・アンケートを実施した。①製造企業

に勤務、②供給関連の部署（製造部門、購買

部門、物流部門、ロジスティクス部門、SCM

部門、PSI 部門）に所属、③役職が課長クラ

ス以上、かつ④サプライチェーンのオペレー

ションと計画の知識を有している人を対象と

した。対象者に 2014 年 10 月 1日と 2日に回

答をお願いして、345 の有効サンプルを得た。

回答者属性は同じアンケートデータを使用し

た秋川（2015）（24）を参照されたい。質問の記

述統計値が表 2にある。 
床効果と天井効果について検証した結果、

問題がないことが分かった。また、非回答バ

イアスを検討するために回答時期順にサンプ

ルを並べ、前半を「前期回答群」（n=173）に、

後半を「後期回答群」（n=172）に分類し、所

属企業の売上高、従業員数、サプライチェー

ンの位置（最終製品メーカー、1 次サプライ

ヤー、2 次以降サプライヤー）の回答に対し

て χ2検定で群間の構成比を比較した。しかし、

有意な差は見られなかった。最後にコモンメ

ソッドバイアスについても検討するため、

Harman’s One Factor Test(25)を実施した。すべ

ての質問項目を使って、固有値 1以上を因子

抽出条件とした主因子法の探索的因子分析を

行った。その結果、第一因子の寄与率が十分

に低いことから、同バイアスについて問題の

ないことを確認することができた。 

表２  アンケートの内容と分析値 

p***<1%, p**<5%, p*<10% 

項       目 平均 
標準
偏差 

CITC 
標準化
係数 

α AVE CR 

プロセス統合         0.879 0.658 0.976 

供給関連部門と需要関連部門の間の関係において、               

個人間の非公式なコミュニケーションや調整がある 4.351 1.479 N.A N.A       

情報や意見が頻繁に交換される 4.725 1.275 0.720 0.721***       

連携や調整に対してお互いに協力的である 4.693 1.318 N.A N.A       

共同で計画を策定し、問題に対処している 4.536 1.309 0.896 0.896***       

お互いの責任に関して共通した理解を持っている 4.319 1.348 0.777 0.777***       

コスト改善について共同で取り組んでいる 4.597 1.320 0.840 0.839***       

                

タスク・コンフリクト         0.849 0.660 0.975 

供給関連部門と需要関連部門の間の関係において、               

業務に関するアイデアをめぐり、衝突がある 4.116 1.450 0.783 0.767***       

業務内容に関して意見が一致しないことがある 4.380 1.401 0.877 0.872***       

事業計画について意見の衝突がある 4.157 1.450 0.774 0.794***       

                

リレーションシップ・コンフリクト         0.755 0.667 0.968 

供給関連部門と需要関連部門の間の関係において、               

部門関係に緊張感がある 3.997 1.421 N.A N.A       

需要関連部門に憤りを感じることがある 4.151 1.459 0.817 0.832***       

感情的な衝突が存在する 3.901 1.571 0.817 0.730***       
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３.３  信頼性と妥当性の検証 

構成概念に対する信頼性の分析として、修 
正済み項目合計相関（ corrected item-total 

correlation; CITC）を算出した。プロセス統合

で 1つの項目、リレーションシップ・コンフ

リクトで 1つの項目が 0.5より低いため削除

された（表 2）。加えて確証的因子分析を実施

したが、基準を満たさなかった。豊田（2007）

に基づき、残差共分散が総じて高い変数を見

直した(26)結果、プロセス統合で 1つの項目を

削除した。さらに、残差共分散が高い 2つの

残差間にパスを設けた。再度、確証的因子分

析を実施した結果、妥当な適合度となった。 
収束妥当性（同一の構成概念を測定する項

目間の相関性）については、確証的因子分析

ですべての測定項目の標準化係数が 0.5を超

え、かつ 1％基準で有意とあることが要求さ

れる(27)が、その条件は満されていた（表 2）。

また、クロンバッハのα係数が 0.7 以上(28)、

合成信頼性（ composite reliability; CR）と

average variance extracted（AVE）がそれぞれ

0.6以上と 0.5以上(29)であることも要求され

るが、この点も問題ない（表 2）。以上から収

束妥当性も問題なかった。 
 
表３ 弁別妥当性の検証 

構成概念 AVE 
相関係数 

① ② ③ 
①内部統合 0.658 0.811 - - 

②タスク・C 0.660 0.090 0.813 - 

③リレーションシップ・C 0.667 -0.048 0.745 0.817 

注：相関係数における対角線上の値は AVEの平方根． 

 
弁別妥当性（異なる構成概念を測定する尺

度間の非相関性）の 2つのテストを行った。

第一に、各構成概念の相関を 1と固定したモ

デルと自由推定したモデルの χ2値をそれぞれ

比較してその差が有意であることが求められ

る(30)が 1％水準で有意であった。第二に、各

構成概念で各相関係数の絶対値が AVE の平

方根を超えない(31)ことも求められるが、これ

も満たした（表 3）。以上から弁別妥当性も問

題ない。 
３.４   構造方程式の推定 

推定値の計算法は最尤法によった。モデル

の適合度指標は、χ2 (df=22) = 55.201; p < 
0.000; χ2/df = 2.509、GFI = 0.967、AGFI = 
0.932、CFI = 0.979、IFI = 0.979、TLI = 0.966、
RMSEA = 0.066となった。GFI と AGFI は
0.9 以上、また TLI が 0.95 以上かつ CFI が
0.97 以上で RMSEA が 0.7 未満(32)、IFI が

0.90 以上(33)であることが適合度の基準とさ

れることから、適合性に問題はない。 
構造方程式のパス係数に関連する推定結果

は表 4にある。すべてのパスにおいて仮説ど

おりに係数の有意性が確認された。したがっ

て、すべての仮説（仮説 1～3）が支持された。 
 

表４  構造方程式モデルの推定結果 

仮説 
パス 
係数 

標準 
誤差 

t 値 
検証
結果 

H1 0.766 0.076 10.079 *** 支持 
H2 -0.245 0.112 -2.180 ** 支持 
H3 0.275 0.111 2.476 ** 支持 
p***<1%, p**<5%, p*<10% 
 

４.  ディスカッションと今後の課題 

すべての仮説が支持されたことにより、タ

スク・コンフリクトがプロセス統合の実現に

貢献する直接的な効果と、タスク・コンフリ

クトがリレーションシップ・コンフリクトを

惹起させてプロセス統合の実現を妨害する間

接的な効果の 2つの効果を認識することがで

きた。タスク・コンフリクトの効果がリレー

ションシップ・コンフリクトの媒介の有無で

二面性を有する結果は示唆に富む。リレーシ

ョンシップ・コンフリクトへの波及を避けつ

つ、両部門間でタスク・コンフリクトを活発

化させることがプロセス統合の発展に有効で

あるという、実務的知見が導出されるからで

ある。前述のとおり、2 つのコンフリクトの

影響関係には組織や個人の行動的要因が関わ
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る。プロセス統合に着手する前にリスクとな

る行動的要因を排除・緩和したり、担当者に

対人コミュニケーション能力のある人物を充

てたりするなどの工夫が必要であろう。 
さらに宍戸（2020）によるコンフリクト・

マネジメント・フレームワーク(34)に基づいて

議論を深めつつ、今後の課題を見出してみよ

う。同フレームワークでは、「分別性」と「将

来性」の 2つのコンフリクト状況を表す概念

が重視されている。コンフリクトが併発した

場合、組織や成員が個々のコンフリクトを区

別できる程度が「分別性」である。例えば、

供給関連部門がコンフリクトをコストと顧客

サービスのトレードオフに基づくタスク・コ

ンフリクトであると認識しても、需要関連部

門が「販売計画の失敗で混乱させたことに対

する感情的報復」や「製品化計画の権限に対

する正当性への攻撃」などとするリレーショ

ンシップ・コンフリクトとして認識するかも

しれない。複数のコンフリクトが絡みあった

状況では、コンフリクトのコントロールも難

しくなり、プロセス統合の実現は遠のく。よ

って、ステアリング・コミッティなどの場で、

コンフリクトの認識に関して公式的な合意を

導き出す、トップマネジメントを交えたコミ

ュニケーションが有効となろう。こうした分

別性の効果検証は今後の課題としたい。 
「将来性」はコンフリクトの未来に対して共

有された認識をいう。分別性は現在に対する

認識であるが、将来性は未来に対する認識で

ある。例えば、供給関連部門が新たな需給管

理の方法を提案して需要関連部門に拒否され

たとしても、過去の経験からやがては乗り越

えられると思うかもしれないし、それに反し

て感情的な反応が返ってきて対立を解消する

未来を想像できないと思うかもしれない。将

来性によって両部門のコンフリクトに対する

コミットメントが規定されよう。 
将来性を影響する要因に「強硬性」がある。

強硬性は今後も互いに意見を変えないという

共有認識であり、強硬性の緩和が将来性を改

善するとされる。強硬性は地位や権力のよう

なゼロサムの特徴を有するコンフリクトで発

生しやすい。したがって、両部門のトップが

組織内で地位を争っているよう事態があれば、

プロセス統合を阻害する可能性は高い。 
また、強健性には「自己制御資源」の枯渇

が関与するとされる。自己制御資源とは、欲

求抑制のための内的資源であり、組織の情報

処理力に依存する。よって、プロセス統合を

担うプロジェクトチームには、コンフリクト

水準に十分対応できる相当の専任人員で構成

することが有効であろう。以上の将来性や強

健性に関する効果関係も改めて検証したい。 
 
５.  まとめ 

本研究では、供給関連部門と需要関連部門

のコンフリクトに注目し、両部門の間にある

タスク・コンフリクトがプロセス統合の構築

に貢献する一方で、リレーションシップ・コ

ンフリクトを媒介して反対にプロセス統合を

妨害する可能性を実証することができた。そ

の結果から、コンフリクト・マネジメント・

フレームワークを用いてプロセス統合に資す

るコンフリクト対応に関する方法も検討し、

新たな研究課題を見出すことができた。 
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